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国際人道法の重大な違反の処罰に関する

　　　1993／1999年ベルギー法（2・完）

村 上 太 郎※

I
H
皿
W
V

問題の所在

1993／1999年ベルギー法の特徴

1993／1999年ベルギー法の適用事例（以上第2巻第2号）

1993／1999年ベルギー法の国際法上の評価

結び一「改正法」の成立（2003年4月23日）※※一（以上本号）

IV　1993／1999年ベルギー法の国際法上の評価

　以下では、国際法からみて1993／1999年ベルギー法はどのように評価されるか、

また両者に不一致が生じる場合にはどのように解決されるべきか、若干の考察を

試みたい。

　1　「不在」普遍的管轄権149）

　普遍的管轄権は、古くは海賊をんos旛加㎜鵬g㎝θ短sとして全ての国家が処

罰「できる」としたのが起源である（今日の公海条約18条、国連海洋法条約104

条）1501。現代では、ハイジャックや航空機におけるテロ（1970年の航空機の不法

な奪取の防止に関するハーグ条約4条、1971年の民間航空機の安全に対する不法

な行為の防止に関するモントリオール条約5条丘5D）、国家代表に対するテロ

（1979年の人質を取る行為に関するニューヨーク条約5条）などが締約国に（所

在）普遍的管轄権の設定を「義務」づけるようになった聞。

　1993／1999年ベルギー法が設定した管轄権は、容疑者が自国に所在する条件で

※　日本学術振興会特別研究員、一橋大学大学院法学研究科博士後期課程修了（2000年
　法学博士号取得）

　『一橋法学』（一橋大学大学院法学研究科）第2巻第3号2003年11月ISSN1347－0388
※※　「改正法」がベルギー国会両院で可決されたのは、2003年4月5日であるが、国王

　　により同法が承認され公布（lapromulgation）されたのは、2003年4月23日であ
　　り、正式には「2003年4月23日の法律」となるため、お詫びの上訂正いたします。
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（256）　一橋法学　第2巻　第3号　2003年11月

のいわゆる「所在」普遍的管轄権に加えて、（議論はあるが）、起草過程によれば・

容疑者がベルギー領域内に所在しない場合も行使しうる「不在」普遍的管轄権も

含むと解されている152b臨51。1993／1999年法が処罰の対象とするもののうち、戦争

犯罪及びジェノサイド罪についてはそれぞれ異なる条約で管轄権のあり方が定め

られており、また人道に対する罪については管轄権を設定する「一般的な」条約

がない（拷問禁止条約は規定を持つ。同5条。）。そこで以下では、それぞれの犯

罪に対する「所在」／「不在」普遍的管轄権の国際法上の妥当性について、別個に

検討を試みたい。

　　（1）戦争犯罪i肥l

　l993／1999年法に基づいて戦争犯罪について「所在」普遍的管轄権が認められ

149）　V，g6n，STERN（Brigitte），《A　propos　de　la　comp6tence　universene＿）》，L乞わθγα呪乞一

　　〇〇剛耽」％吻θ〃oんα鵬耀dβθ吻αo福，1999，pp、734－7531id，，《La　comp6tence　uni－

　　versene　en　Frε皿ce＝les　cas　des　cr㎞es　commis　en　ex－Yougoslavi　et　au　Rwamda》，

　　θθ㎜πy2αγわooκ（～プ1？zεθγ㎜君乞｛）㎜君Lαω，VoL40，1997，pp，280－2991GUILLAUME

　　（GUbert），《くLa　comp6tence　unlverseUe，Formes　anciennes　et　nouveUes》，ハ46♂αηgθs

　　吻πs超θ・γ9θsLθ鵬εθ％γD7・卯伽αε，α纏θ％γ・P餓，1992，PP・23－36｝

　　ABELLAN　HONRUBIA（Victoria），《La　r6sponsabiht6intemationale　de　l’mdlvidu＞），
　　Rθo％θ麗dθ500％γs（拓置γ』oα46γ勘乞θ（オθdγo乞‘乞π彦θ耀ε乞αηα‘，1999，t．280，pp・137－428，

　　not．pp。368－380，RANDALL（Kemeth　C、），“Universal　JunsdlcUon　Under　Intema－
　　tional　Law”，Tθ劣αs　Lαω∫～θ幅θω，Vol．6，1988，pp，785－841；BASSIOUNI（M　Cherザ），

　　“Universal　Jurisdlction　for　Intemational　C血nes．Historical　Perspectives　and　Con－

　　temporary　Practice”，碗γg襯乞αJo％㎜‘qブ1ηεθ㎜εzo冗α猛αω，Vol42，2001，pp．81－

　　162；REYDAMS（L，），“Universal　Junsdlction　over　Atrocities血Rwanda：Theory　and

　　Practlce”，幽70Pθα冗Jo秘㎜財伽耀，伽瓶剛L働α嘱侃鴉伽ε」襯zσθ，
　　1996，pp．18－47，HENZELIN（Marc），ムθp幅？zo乞pθαθ伽窺ηθγsα厄‘6㎝伽o乞ゆ伽αε

　　襯θ㎜彦乞0剛P繊θ孟・配乞9餓㎝PO副θ詔鶴吻PO％γS撚γθθ卿9θγSθ♂㎝‘θ
　　p7zπo勿θαθε7襯z吻θγsα観6，Helb血g＆Llchtenhahn／Facult6de　Drolt　de　Gen色ve／Bruy－

　　lant，B創e／B㎜enes，2002i山本草二『国際刑事法』、三省堂、1991年；同『国際・

　　法』、前掲註2、540－561頁；森下忠『国際刑法の潮流』、前掲註2；栗林忠男
　　『航空犯罪と国際法』、三一書房、1978年；古谷修一「普遍的管轄権の法構造一刑
　　事管轄権行使における普遍主義の国際法的考察（1）・（2）一」、『香川大学教育学部研

　　究報告第1部』、74号（1988年）、81－106頁、同75号（1989年）、79－107頁；西井
　　正弘「国際犯罪に対する普遍的管轄権」、『国際法外交雑誌』82巻1号（1983年）、

　　17－45頁。
150）　古谷修一「普遍的管轄権の法構造一刑事管轄権行使における普遍主義の国際法的

　　考察（1）一」、同上、94－100頁。

151〉　栗林、前掲書註149、89－108、138－145頁参照。

152〉　V．GUILLAUME，s撹pγαnote149，pp、31－34、

152bis）前号、H、5参照。
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た先例としては、ベルギー国内にいた四人の被告に対して有罪の評決が下された

「ルワンダ訴訟」がある。「不在」普遍的管轄権については、先の「シャロン・ヤ

ロン訴訟」のヤロンに関する訴訟が関連する（後述、追記）。

　戦争犯罪については、1949年ジュネーブ第一条約49条、第二条約50条、第三条

約129条および第四条約146条において同一の内容の規定が置かれており、それに

よれば「重大な違反行為」（infractionsgraves）（第一条約50条、第二条約51条、

第三条約130条、第四条約147条、第一追加議定書85条）を行った者を締約国は訴

追する「義務」を有する。それは次のように規定する

　「締約国は、次条に定義するこの条約における重大な違反行為．（infractions

graves）の一つを行い、又は行うことを命じた者らに対する適切な刑罰を定める

ためにあらゆる必要な立法を行うことを約束する。

　各締約国は、重大な違反行為（lesinfractionsgraves）の一つを行い、又は行

うことを命じた疑いのある者らを捜査する義務（1’obhgationde　rechercher）を負

うものとし、また、その者らの国籍のいかんを問わず、自国の裁判所においてそ

の者らを訴追しなければならない。各締約国は、また、希望する場合には、自国

の法令の規定に従って、その者らを他の関係締約国に裁判のため引き渡すことが

できる。ただし、その関係締約国がその者らについて十分な証拠を示した場合に

限る。

　各締約国は、この条約の規定に反する行為で次条に定義する重大な違反行為以

外のものを防止する（仏（・fairecesser》、英・suppression”）ため必要な措置をと

る。

　被告人は、全ての状況において、捕虜の待遇に関する1949年8月12日のジュ

153）㎜SON（RafaeHe），くくLespremierscasd’apPhcati・ndesdisp・siti・nsp6n田esdes

　　Gonventions　de　Gen色ve　par　les　jundic七10ns　intemes》》，醜γopθαπJo％”副qヂ1剛θγ一

　　㎜む乞o㎜εムαω，VoL6，1995，pp，260－273；CARNEGIE（A　R），“Junsdlctlon　over　Vio－

　　1ation　of　the　Law　and　Custom　of　War”，B四‘25ん距α酌ooκqプ加君θ㎜αεz㎝α‘Lαω，

　　Vol。39，1963，pp．402－424；岡田泉「1949年ジュネーヴ諸条約の『重大な違反行
　　為jに対する裁判管轄権の普遍主義」、『愛知教育大学研究報告』28号（1979年）、

　　209・一225頁；藤田久一『国際人道法』（新版・増補）、有信堂、2000年、203－208

　　頁；同『戦争犯罪とは何か』、岩波新書、1995年、144－150頁；山本『国際刑事
　　法』、前掲註137、116－120頁；同『国際法』、前掲註2、545頁。
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（258）　一橋法学　第2巻　第3号　2003年11月

ネーブ条約第105条以下に定めるところよりも不利でない手続き及び自由な防禦

の保障（garantiesdeproc6dureetdehbred6fense）を享有する。」励。

　ジュネーブ諸条約上の「所在」普遍的管轄権行使が問題となった若干の国家実

行をみてみると、その最初の例と言われる1994年11月24日のパリ控訴院弾劾部

（laChambred’accusationdelaCourd’appeldeParis）判決は、1993年7月にボス

ニアで行われた戦争犯罪の容疑者がフランス国内不在でも管轄権を認めたGetti

予審判事の命令を覆し、容疑者不在を理由に管轄権を否認した1駈1・「Javor事

件」においても、仏破殿院は、ジュネーブ諸条約の適用において容疑者がフラン

ス国内に所在しないことを理由に破殿申立を却下している闘。フランス刑事訴訟

法689条のr57）が明示的に、容疑者がフランスに所在することを起訴の条件とし

てるため、以上のような判決の結果になったといえる。

　またデンマーク高等裁判所は、1994年11月25日の判決において、ボスニアのク

ロアチア人キャンプでの戦争犯罪についてボスニアからデンマークに逃れてきた

被告に対して、有罪判決を下した闘。

　スイスでは、ローザンヌ軍事裁判所が、1999年4月30日、1994年のルワンダ内

戦からスイスに逃れてきたルワンダ人のNiyontezeについて、スイス軍事刑法典

（1e　Code　mihtaire　p6nal）108条2項159）に基づき普遍的管轄権を行使し・戦争犯罪

154〉大沼・藤田『国際条約集』より補正。本条項の仏語版と英語版はテキストがかな
　　り異なる。仏語版については、DAVIDetal．，σodθ4θ伽碗zπ‘θ”zα彦乞oπα仇％一

　　㎜窺εα乞γθ，3％卿αnote8，pp，111ets参照。英語版については、WNGAERT

　　（ChristineV㎝den）（ed．），加θ㎜ε乞o剛伽雁剛Lα”，Aσo地伽ηqμ惚漁一
　　彦乞oηα1α冠恥γopθα箆1襯働㎜εs，2ndRevised　ed．，IGuwer　Law　Intemat互ona1，The

　　Hague，2000，PP，247ets．参照。

155）　醜SON「，5賜ρ7αnote153，p．265，

156）　Cour　de　cassation，Chambre　crimine皿e，26mars1996，R㎝％θg餉酢αεθαθ伽o寵乞？z一

　　むθ罵α麗（｝πα‘p賜わ‘zo，t、100，1996，pp、1083－1084，

157）　「以下の条で適用される国際条約に基づき、何人も、共和国領域の外でそれらの条

　　に列挙されている犯罪の一を犯せば、一・フラン
　　スの裁判所において訴追されそして裁かれうる。……」（強調は筆者）・Enapph－

　　cation　des　conventions　血tematlonales　v蛤6es　aux　articles　suivants，peut　etre

　　pousuiv亘e　et　jug6e　paげles　jundictions　frangalses，si　ene　se　trouve　en　France，toute

　　perso㎜e　quis’estrendue　coupable　hors　du　ternto『e　de　la　R6pubhque　de　l’㎜e　des

　　㎡ractions6n㎜6r6esparcesa貰icles＿》》Texte幡Coαθ卿γoc6伽θ吻α1θ，

　　Dε沮oz，2002，p771．
158）　VM囲SON，s％p7αnote153，p，261
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により有罪判決を下した例がある160〉。

　「不在」普遍的管轄権については16D、前述のフランスの事例でGetti予審判事

の命令で、容疑者の未拘留が予審の管轄権を妨げるとすることは被害者が司法当

局に容疑者の特定と捜査を訴えることを妨げるものであると述べた点が、パリ控

訴院弾劾部判決の中で追認されている点が指摘されねばならない162）。すなわち、

この事件は、予審の管轄権と本案の管轄権を区別し、容疑者を特定したり捜査し

たりする目的で予審に告訴する場合には、予審判事は管轄権を有するとすること

が承認された先例と解することができる1631。

　ジュネーブ諸条約上の普遍的管轄権の規定（49条／50条／129条／146条）では、

「その者らの国籍いかんを問わず」訴追する義務が規定されており、容疑者が自

国領域内に所在することが訴追の条件かどうかが明示されていない。国際赤十字

委員会（CICR）のコメンタリーによれば、この条文は、三つの締約国の義務を

課しているとされる。すなわち、第一に特別な立法を制定する義務、第二に条約

違反の容疑者を捜査する義務、第三にその者を訴追するか他の利害関係国に引渡

す義務である1聞。そして第二の捜査の義務についてコメンタリーは次のように述

べ、容疑者が管轄権を行使する国の領域内に所在することを前提としている。

　「締約国によって行われる重大な違反行為（infractionsgraves）の容疑者の捜

査の義務は、それら締約国に積極的な態度を課す。そのような違反を犯した1人

の者がその領域内にいるという事実を締約国の一が知っているとき、この者が迅

159）　「国際条約が、より広い適用範囲を定めている場合、その条約上の違反も同様に処
　　罰される。」《（Laviolatlon　d’accords　intemationaux　estaussipunisable　siles　accords

　　pr6voient　un　champ　d’apphcation　plus6tendu．》（http：〃www，adπ血．ch／ch／f／rs／32．

　　htm1》
160）　SeeREYDAMS〔Luc），“NiyontezeVPubhcProsecutor，AtT血bunalmlhtairedecas－

　　satlon（Switzerland）”，！1惚短oαηJo鴛”zα呂（ゾ1窺θ”zα‘乞o毘α’ムαω，Vol96，2002，pp．

　　231－236．

161）2000年9月21日にユーゴスラビア・ベルグラード裁判所は、1999年春に行われた

　　NATOによるユーゴ空爆について、当時のクリントン米大統領、シラク仏大統領、
　　ブレア英首相らの欠席裁判を行い、一般市民を殺害したとして戦争犯罪により20
　　年の禁固刑を下している（ムθ〃o冗dθ，23septembre2000）。
162）　㎜SON，s％P猶αnote153，P．265，
163）　∫わ乞（Z．，p，268

164）　PICTET（Jean）〔sous　la　direction（ie），Lθ300η”θ泥麗o鵬αθGのz初θ（オ％12αo励ε1949．

　　Oo肌㎜εα惚，tJ，Comit6intematlonal　de　laCroix－Rouge，Gen色ve，1952，p407
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（260）　一橋法学　第2巻　第3号　2003年11月

速に逮捕され訴追されることに注意を怠らないことがその義務である。」（強調は

筆者）’65聯〉

　また同条が、訴訟に際して容疑者が適正な訴訟手続きに付されそして防禦の手

段を有することを条件付けている点も合わせて考えると、この規定は、容疑者が

管轄権行使国に「所在」する場合の普遍的管轄権行使を「義務づけた」ものと解

されるであろう。

　しかし、同条についてはさらに次のように解することができる16％普遍的管轄

権には、「義務的なもの」（obhgatoire）と「任意的なもの」（facultative）とがあ

る。同条は、まず締約国がその領域内に容疑者がいる場合に管轄権を行使するこ

とを「義務づけている」。条約の解釈は「文脈によりかつその趣旨及び目的に照

らして与えられる用語の通常の意味に従い、誠実に解釈するものとする」（条約

法に関するウィーン条約31条1項）。ジュネーブ諸条約共通第1条は、次のよう

に規定する。

　「締約国は、すべての場合において、この条約を尊重し、且つ、この条約の尊

重の確保する（仏《respecteretfairerespecter》、英“torespectandtoensurere－

spect”〉ことを約束する。」

　コメンタリーは、この共通第1条について次のように説明する。

　「実際、この条約によって規定された保護制度は、それが実効的であるように、

締約国自身がこの条約を適用することにとどまらず、この条約の基礎にある人道

上の原則が普遍的に適用されるために、締約国が出来うる限りのあらゆることを

なすことを要求しているのである。」1聞1

　「尊重を確保する」（fairerespecter）とは、より人権を尊重していない国々の

領域が、この条約の違反行為を犯した者にとって庇護地とならないようにするこ

165）伽d，，P．411．

166）　ただ、容疑者が自国領域内に所在するか否かは実際に捜査してみなければわから

　　ないことであり、本案前の捜査段階における当局の行為は容疑者がその国に所在

　　するか否かに左右されないようにも考えられる。V．MAISON，supγαnote153，p，

　　266．
167）　V．STERN，s％pγαnote149，pp，750－752，

168）　PIGTET（Jean），Co拠㎜初α乞γθ，s鉱pγαnote164，t，W，p．2L
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とであると考えられる169）。すなわち、ジュネーブ諸条約が定めた普遍的管轄権の

規定は、容疑者が所在する国に対して、適切な立法をし、捜査をし、訴追を行う

「義務」（1’obhgation）を課しているのみならず、容疑者がどこにいようとも、そ

の者を訴追することを「暗黙のうちに許可している」（autorisentimphcite－

ment）と考えてもよいであろう17。）。このことは、国連総会決議3074（XXVIII）

やローマ規程前文で示された一般原則171｝に合致する。

　ただ、「不在」普遍的管轄権については、次のような批判もあり得る。

　「全く無関係の戦争において、この地球上のどこかで行われたあらゆる戦争犯

罪を裁くことを許可することは、大きな不利益を伴う。かかる場合の訴追は、他

国の事項へのおせっかいあるいは干渉と見なされるかもしれない。また、ここ

（ハーグ、筆者註）にいる裁判官が例えば南米における出来事を適正に評価でき

るかどうか、疑われるかもしれない。」監η1

　したがって、「不在」普遍的管轄権については、「国際協力の原則」や「信義誠

実の原則」に基づき、処罰の実効性や公正性などについて有効な他国の管轄権と

比べたり、その行使が法秩序の安全性や合理性を害さないかを考慮し、限定的且

つ補完的に行使されることが求められていると解される。

　　（2）ジェノサイド1招）

　ジェノサイドの処罰のための管轄権行使は、ジェノサイド条約6条で規定され

ている。

　6条「集団殺害または第3条に掲げる他のいずれかの行為について罪に問われ

ている者は、その行為が行われた領域の国の権限ある裁判所により、または国際

刑事裁判所の管轄権を受諾している締約国については管轄権を有する国際刑事裁

169〉　V．STERN，s％pγαnote149，p，751，

170）∫厩．，P．752，

171）（3）の人道に対する罪の項を参照。

172）　ROLING（B　V．A），“The　Law　of　War　and　National　Juhsdiction　Since1945”，Rθo％θπ

　　吻soo26獄s吻‘協oα（泥η認θ（拓（オγo碗乞η‘θ㎜‘乞o澱‘，1960－II，t，100，p，362，

173〉　稲角光恵「ジェノサイド条約第六条の刑事裁判管轄権e（二・完）」、『名古屋大学法

　　政論集』168号（1997年）、69一一104頁、170号（1997年）、203－247頁；SHABAS
　　（W皿【am　A，），σθ？zoσz吻乞？z∫窺θ㎜‘20？zαεムαωTんθσ幅惚5qプσ四椛θ5，Cambridge

　　Unive㎎ity　Press，Cambndge，2000，
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判所により、裁判を受ける。」（強調は筆者）

　このように、6条はジェノサイドの行為地国に管轄権の行使を義務づけている。

この点に関して、ジェノサイド条約の起草過程は以下のようであるL74）・国連事務

総長草案では、同条（旧7条）はその領域に容疑者がいる締約国の普遍的管轄権

を規定していた㈲。この提案は、経済社会理事会のジェノサイドに関する特別委

員会（ハd加o　Comittee　onGenocide）に付されたが、領域主義を主張する旧ソ連、

国際裁判所の管轄権を主張するフランスなどの反対により、普遍的管轄権の原則

は、賛成2（レバノン、ベネズエラ）、反対4（フランス、ソ連、米国、ポーラ

ンド）、棄権1（中国）で否決された（第8会議、1948年4月13日）176〉。結局、特

別委員会は、最終的に現6条のような、ジェノサイド行為地国の管轄権と国際裁

判所の管轄権を規定した条文を作成した177）。

　特別委員会の報告は、国連総会第六委員会に持ち込まれた・イランは6条につ

いて、普遍的管轄権G4篇dθdθγ¢α観p財窺γθの原則）の修正案を出したが29対

6（棄権10）で否決された’78）。一方、インドからの新たな修正案やスウェーデン

からの修正案などをきっかけに、6条の解釈問題が浮上し、結局第六委員会は次

の宣言を報告書に盛り込むことを採択した。

　「第6条前段は、ジェノサイド罪が行われた領域国の義務を規定する。した

がって、特にこれは、国外で行われた行為について自国民を自国の裁判所に訴追

する、いかなる国の権利にも影響しない。」劃（強調は筆者）

　「特に」とあることから、6条が定めた「義務的な」領域主義に基づく管轄権

とは別に、自国民を訴追する管轄権やそれ以外の「任意的な」管轄権行使も否定

はされていないと解することができるであろう1801。

174）稲角、同上論文において詳細に分析されている。
175）Uノ〉1）oσ，E／447．

176）　Eooη｛）γ陀勿α剛Soo毎εCo％％o寵，鍛o乞αεRθooア（お，S％PPεθ鰍む〈ゐo，6，　3『d　Year，7th

　　Session，“Report　of　the　Ad　hoc　Commlttee　on　Genocide”，5Apr且to10May1948，pp、

　　11－12。
177）1鷹，P．11．
178）　朋〉（獅c乞αεRθooγαs　qグ‘舵3縦Sθ8s乞oπ（ゾσ質，PaIt　I，Sh【th　Com血ttee，Su㎜ary　Re－

　　cords　of　Meet血gs，21September－10December1948，100th　Meet㎎，11November

　　1948，pp．393－406．
179）∫δ掘．，P717．
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　1996年の「ジェノサイド罪の防止と処罰に関する条約の適用」事件（ボスニ

ア・ヘルツェゴビナ対ユーゴスラビア・管轄権判決）において、国際司法裁判所

も次のように指摘している。

　「最後に、条約の適用に属している領域的問題に関してであるが、裁判所は、

この問題に関して唯一適切な規定である第6条が、条約によって禁止されている

行為の一つを犯した者が『行為が行われた領域の国家の管轄権を有する裁判所で

裁判を受けなければならない』ことを規定するにとどめていることを指摘する。

他方、1951年5月28日の前掲勧告的意見（「ジェノサイド条約の留保」に関する

勧告的意見、筆者註）で裁判所がその条約の趣旨及び目的から推論した帰結を裁

判所は想起する。

　『この条約の起源は、人間集団全部の存在権の否認一この否認は、人類の良心

に衝撃を与え、人類に重大な損失を被らせ、道徳律ならびに国際連合の精神と目

的に反するものである（1946年12月11日、国連総会決議96（1））一を伴う集団殺

害g6nocideを『国際法上の犯罪』（uncrimededroitdesgens〉として非難し、

かつ、処罰しようという国際連合の意思を明らかにしている。この概念から生じ

る第一の帰結は、この条約の基礎にある原則が、文明国により、いっさいの条約

的関係をはなれても、国々を拘束するものと認められた原則であるということで

ある。第二の帰結は、集団殺害の非難ならびに『人類をこの忌まわしい苦悩から

解放するために』（条約前文）必要な協力の普遍性である。』（（λ∫♂κθo麗呪

1951，p．23，）181）

　その結果、条約によって認められた権利と義務は、θ㎎αom？zθsな権利と義務

となる。裁判所は、各々の国家のジェノサイドを防止し処罰する義務が条約に

よって領域的に制限されていないことを確認する。」圃

　すなわち、国際司法裁判所は、ジェノサイド罪を処罰し防止する「権利と義

務」がその性質上、ジェノサイド条約6条で定める領域主義に限られないとした

と読める1田》。

180）　V．DAVH⊃，Pγ琶πozpθs　dθ（オγo碗σ㎏εco74寵5α肌θ彩5，s％p肌note24，p．766．

181）　皆川洗『国際法判例集』、66頁。

182）　01JRθo惚呪1996，Vol．II，pp．615－616，par31．
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　国内裁の例として、「アイヒマン事件」イェルサレム地方裁判所も次のように

指摘する。

　「存在していない国際裁判所の管轄権を離れて、6条における領域管轄権への

言及が排他的でないことは明らかである。各主権国家は、慣習国際法の制限の中

で、それに存する権限（powers）を行使しうるのであり、国家のその条約への

加入は、6条で挙げられていない権限の放棄を意味しない。」圃

　また、スペインの「司法権基本法」Leyorganicadelpoderjudicial‘LOPの23

条の4圃はジェノサイドについて普遍的管轄権を設定しており、「ピノチェト事

件」において、スペイン国立裁判所（Audiencianacional）は1998年11月5日の

判決の中で次のように述べる。

　「この条約［ジェノサイド条約］の第6条は、国際刑事裁判所の管轄権を創設

するとともに、犯罪が行われた国の司法機関によって強制的にジェノサイドが裁

かれることを確保する義務を締約国に課している。しかし、条約の本条が、当の

規定で定められたもの以外のあらゆる管轄権も排除して、管轄権行使を限定して

いると考えることは……条約の精神に反するであろう。締約国がこの犯罪につい

て各々の国内裁判所の普遍的管轄権に同意しなかったという事実は、世界を巻き

込み、そして条約自身が述べるように、国際共同体、そして実に直接人類全体に

183）　国連国際法委員会の「人類の平和と安全に対する罪」法典案8条もジェノサイド
　　罪について「所在」普遍的管轄権を承認している。Commentaly　ofArticle8，距αγ一
　　booκ（～ブ1πむθ襯αεzo7zαε、乙αωσ07泥？π乞3s乞07z，1996，Vol．II，Parし2，pp．27－30。

184）甜omθ紗一G昭剛qμんθθo∂θη㎜δqブ齢αθω，ハαoびE魏㎜％π，Israel，Distdct

　　Court　ofJerusalem，December　l2，1961，1窺θ㎜‘乞07副LαωRθpoπs，VoL36，p．39．

185〉「スペイン裁判所は同様に、スペイン領域外においてスペイン人あるいは外国人に

　　よってなされた犯罪行為で、スペイン法によって以下の犯罪の一として法性決定
　　されうるものを裁判するための管轄権を有する。

　　　a）ジェノサイド
　　　b）テロリズム

　　　c）海賊と航空機の不法な奪取
　　　d）外国通貨の偽造

　　　e）売春及び未成年と障害者の買収
　　　f）麻薬の違法な貿易
　　　g）国際条約によってスペインが訴追しなければならないその他の犯罪行為

　　　V．BUCK（Valentkle），《《DroLt　espagnol》》，乞％CASSESE（Antonio）et　DELMAS－

　　MARTY（M辻e皿e）（d甘．），」％剛乞σ島oη5㎜占乞｛）ηα♂θs窃cγ2呪θs解諾θη協εzo？zα㎜，PUF，

　　Paris，2002，p，139，
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影響を及ぼすような犯罪に対して、締約国がそのような管轄権を設定することを

防げない。」1渕

　他方、ルワンダにおけるジェノサイド罪が問われた「Munyeshaka事件」にお

いて、フランス・二一ム控訴院弾劾部は、ジェノサイド条約が行為地にのみ管轄

権を認めていることから、告訴を退けた’87）。「Javor事件」仏破殿院も同様に、

ジェノサイド罪について、容疑者がフランス領域内にいないとして、管轄権がな

いとした控訴院の判決を支持した闘。

　このように国家実行は不均一に見えるが、それは、ジェノサイド条約6条にお

いて、行為地国の管轄権行使の「義務」が設定されているとともに、（所在）普

遍的管轄権については、6条は「任意的」なものとして各締約国が「自由に」管

轄権を設定しうることを容認していると考えることで説明できる。

　ジェノサイドに対する「不在」普遍的管轄権の行使についても闘、ジェノサイ

ドの防止原則がθγgαo鵬ηθsな性質を有することやローマ規程前文にある国際法

上の犯罪の一般的処罰義務の原則などから、「国際協力の原則」や「信義誠実の

原則」などに則り、補完的、限定的に一定の範囲で「許容される」と考えること

ができるであろう。

（3）人道に対する罪lgo〉

186）　、4％鹿㎝o乞α冗αo乞oπα呂，5noviembre1998，1？zεθ㎜α‘乞oπαεムαωRθpoπs，VoL119，pp．

　　335－336．CL「グアテマラ・ジェノサイド事件」スペイン最高裁判決（2003年2
　　月25日）；1窺θ㎜εzo？zα君LθgαεM（L‘θηα飴，VoL42，2003，pp，696－702．

187）　Aπet，Chambre　d’accusation，20mars1996，Rθ棚θg由zσγα‘θαθαγoz占乞冗‘θ規α麓o児α‘

　　pμ配省o，t100，1996，pp．1084－10891noteSASTRE，z厩d，pp，1089－1093，　同事件

　　判決は、仏破殿院で破殿された。CourdeCassation，ChambrecrmmeUe，6janvier
　　1998，」配θu％θ9謝名αεθ〔狛〔オ猶o乞ε乞π彦θ㎜君乞o㎜‘P％わ疏o，t．102，1998，PP，825－828；

　　note　FERRAND，伽d，pp．828－832，しかし、それは、控訴裁判所判決後、ICTR規
　　程に適合するために制定された1996年5月22日の96－432号法律の適用の結果であ

　　る。
188〉　　Cour　de　cassation，cr㎞。，26mars1996，Rθu％θ9伽6質αiθ〔オθd邪o⑳乞％εθ㎜む乞o照ε

　　p麗尻乞o，1996，pp　l983－1084

189）なお、ジェノサイドに対する「不在」管轄権については、「PolPot－le㎎Sary事
　　件」において、カンボジア革命人民裁判所が、被告となったカンボジア元首相と
　　元副首相が1979年のヴェトナムの侵攻の際に行ったジェノサイドについて、欠席

　　裁判で死刑を科した例がある。Cit6dansDAVID（Enc），Pππo勿θsdθd7傭吻s

　　oo卯乞‘sα幡，s％pγαnote24，p．769
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　人道に対する罪について、1993／1999年法に基づき「不在」普遍的管轄権が行

使された例として、前述（前号）「ピノチェト事件」Vandermeersch予審判事命

令の他、前述（前号）「シャロン・ヤロン訴訟」破殿院判決のヤロン他に関する

部分が人道に対する罪に対する「不在」普遍的管轄権行使を承認している。

　人道に対する罪に対する普遍的管轄権の設定を規定した一般条約はないb　Eric

DAVIDによれば、人道に対する罪に対する普遍的管轄権の根拠は、1973年12月

3日の国連総会決議3074（XXVIII〉、「戦争犯罪及び人道に対する罪の容疑者の抑

留、逮捕、引き渡しおよび処罰における国際協力の原則」（Principles　ofintema－

tional　cooperation　in　the　detention，arrest，extradition　and　punishment　of　persons

gu皿tyofwarc血nesandcr㎞esag血sthumanity）にあるという1911。同決議1項

は、「それら犯罪がどこで行われようとも、戦争犯罪および人道に対する罪は、

捜査の対象となり、そのような犯罪を犯したという証拠のある者は、追跡、逮捕、

起訴の、かつ有罪となった場合には処罰の対象となる」と宣言する。同決議は、

賛成94、反対0、棄権29で採択されておりig2）、国際共同体のop乞？z乞o知短sを形

成すると考えることができる193）。

　しかし、同宣言2項は、「各国家は、戦争犯罪及び人道に対する罪に対して自

国民を訴追する権利を有する」と述べるにとどめ、3項において、「諸国家は、

戦争犯罪及び人道に対する罪を終止させ且つ防止する観点から、二辺的又は多辺

的な基礎において、互いに協力し合い、この目的に必要な国内的又は国際的措置

をとることにする」とし、犯罪の処罰のための「国際協力」に重点を置いている。

190〉　BASSIOUNI〔M，Cherザ），0悔耀s／1gαz弼じH撹盟α窺⑳z％1？zεθ辮α彦乞oηα‘ムα”，2nd　Re－

　　vised　ed．，Kluwer　Law　Intemational，The　Hague，1999i　SCHWELB（Egon），“Cr㎞es

　　Agamst　Human亘ty”，B冗彦器ん】呂θα7わooκqヂ1ηεθ㎜麓｛）㎜君乙αω，Vo1．23，1946，PP，178－

　　226…GRAVEN〔Jean），（くLes　cr㎞es　contre　l’hunlanit6》，Rθσ視θ¢‘〔Zθs　oo％rs（オθε偽cα一

　　d翻¢θ〔Zθ4γo麗乞％彦θ㎜麗（ηzαε，1950－1，t　76，pp．427－605，JUROVICS（Yann），1～φ

　　∬θ説郷椰以αspσo旗舵α％o短惚oo窺γθ既祝椛α？z¢彬，LGDJ，Paris，2002；岡田泉

　　「『人道に対する罪』処罰の今日的展開一国内立法および国内裁判に着目して一」、

　　『世界法年報』15号（1995年）、49－70頁；安藤泰子「人道に対する罪の国内処罰

　　法化に関する研究」、『関東学院法学』10巻2号（2000年）、81－110頁；藤田久一

　　「人道に対する罪」、『法学教室』167号（1994年）、2－3頁。
191）　V．DAVID〔Ehc），観6㎜おdθαγo％p伽αε乞窺θ㎜舵oηα♂，9e6d．（4Vols．），t，4，PUB，

　　BnlxeHes，200〔）一〇1，p，663．

192）　ひVα40R，2187th　plenaW　meetmg，3December　l973，p．7．
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また8項は、「諸国家は、戦争犯罪及び人道に対する罪の容疑者の拘留、逮捕、

引渡し並びに処罰に関して自らが引き受けた国際義務を損なうおそれのあるいか

なる立法的措置や他の措置もとらないこととする」とする。ゆえに、普遍的管轄

権の行使は、個別の条約で設定された制度に対して補完的なものでなければなら

ないといえる圃（たとえば特定の条約の例として、拷問禁止条約は6条1項、7

条1項で所在普遍的管轄権を規定している）1951。

　また、ローマ規程前文は、「国際犯罪につき責任を負う者に対して刑事裁判権

を行使することが全ての国家の義務（仏・devoir》、英“duty”〉であることを想

起」し、5条で、ジェノサイドの罪、人道に対する罪、戦争犯罪（及び「侵略の

罪」）を処罰すべき犯罪として掲げている。1999年6月15日から7月17日まで開

かれた国際刑事裁判所設立に関する国連外交会議には、160力国の政府代表、そ

の他に33の政府間国際組織、236のNGOがオブザーバーで参加し、賛成120、反

対7、棄権21でローマ規程が採択されている圃。したがって、そこで表明された

193）　「核兵器の威嚇と使用の合法性」に関する勧告的意見で、国際司法裁判所は次のよ

　　うに述べる。
　　　「裁判所は、国連総会決議について、たとえそれらが拘束的でなくとも、時折規

　　範的価値を有することに留意する。それら決議は特定の状況において一つの規則
　　の存在あるいは法的確信（op蹴乞o卿四s）の発現を立証する重要な証拠を提供し

　　うる。所与のある国連総会決議がそうであるかどうか立証するためには、その内
　　容とそれが採択された条件を見る必要がある。」（1σJRθpoγ‘31996，Vol。1，pp．254－

　　255，para．70）

　　　同様に、「ニカラグア事件」国際司法裁判所判決は、国連総会決議2625
　　（XXV）及び3314（XXIX）の規範的価値を認める（∫OJR卿oπ51986，pp100－104，
　　paras．190－195）。V．DAVID（Enc），Z）γo窃αθ50㎎α癖5飢z（硲乞観θ㎜麓oπα‘θε，14e

　　6d．（2Vols），t，2，PUB，BmxeUes，2001－02，pp．219－2201cf　VERHOEVEN（Joe），
　　正）γ・o乞ε乞η‘θmα‘zo兇αε∫）賜遣）‘zo，Larcier，Bnlxelles，2000，pp355－362

194）　DAVID，挽θ耀窺5αθαγo乞占p6πα‘伽εθ㎜拓oπα己，3％p脇note191，pp．633－634，

195）　6条1項「第4条の犯罪の容疑者が領域内に所在する締約国は、自国が入手する

　　ことができる情報を検討した後、状況によって正当であると認める場合には、当
　　該容疑者の所在を確実にするため、抑留その他の法的措置を執る。この措置は、

　　当該締約国の法令に定めるところによるものとするが、刑事訴訟手続きまたは犯
　　罪人引渡しを開始するために必要とする期限に限って継続することができる。」

　　　7条1項「第4条の犯罪の容疑者がその管轄の下にある領域内で発見された締
　　約国は、第5条の規定に該当する場合において、当該容疑者を引渡さないときに
　　は、訴追のため自国の権限のある当局に事件を付託する。」

196）小和田恒「国際刑事裁判所設立の意義と問題点」、『国際法外交雑誌j　g8巻5号

　　（1999年）、1頁。
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基本理念は、国際共同体のo嬢窺o知短3を構成すると考えられる。そして「前

文」（pr6ambule）は、条約の提案理由説明や目的が含まれ、条文の解釈の指針

になるとともに、条約の欠鉄を埋めるために一般原則の形をとった補足的条項を

含む禰。すなわち、ローマ規程前文は、国際共同体の各国には戦争犯罪、ジェノ

サイド及び人道に対する罪を処罰する一般的な法的義務があるという国際法の一

般原則を表明していると考えられる・そうすれば、人道に対する罪に対して

（「所在」及び「不在」）普遍的管轄権を設定し行使することは、国際法に反する

どころか、国際法の一般原則により「許容される」と解することができると思わ

れる。

　また、そもそも人道に対する罪に対して、その性質上198）、普遍的管轄権の行使

を認めた国家実行も見られる199》。

　たとえば、古典的な先例である「アイヒマン事件」エルサレム地方裁判所は、

1961年12月12日の判決で、次のように述べる。

　「この法律によって定義された忌まわしい犯罪は、イスラエル法の下のみでの

犯罪ではない。人類全体を打ちのめし国家の良心に衝撃を与えたこれらの犯罪は、

国際法それ自体に対する重大な違反（吻君脇α画幅sg㎝ε施m）なのである。それ

ゆえ、国際法は、このような犯罪に関して国家の管轄権を否認し制限するどころ

か、国際法廷の不在において、その犯罪の禁止と犯罪者の裁判を実施する各々の

国家の司法あるいは立法機関を必要としているのである。国際法上の犯罪を裁判

する管轄権は普遍的である。」（強調は裁判所による）㎜1

　また、「Demjanjuk事件」において1985年10月31日、米国の第六巡回控訴裁判

197）　V．SALMON，疏伽oπηα乞γθαθ伽o乞ε乞？zεθ規α舵oηαゆ賜わ9zo，s％p鵤note1，pp．864－

　　865．
198〉　「Furund肉a事件」旧ユーゴスラビア国際刑事裁判所（ICTY）第一審裁判部判決

　　では、次のように述べられた。
　　　「さらに、個人のレベルすなわち犯罪責任のレベルにおいて、国際共同体によっ

　　て拷問禁止に帯びられた強行法規（勿soog鰯）の性質からくる帰結の一つは・
　　各国はその管轄権下にある自国領域に所在する拷問の容疑者を捜査し、訴追し、
　　処罰するか引渡す権利を有するということである。」（Prosecutorv，Anto　Funmdz一
　　麺a，IT－95－17／1－T，Trial　Chambre　II，10December1998，para，156．）

　　　《http：〃www，un，org／lctyり㎎ements一［htm》

199）　V，DAVID，Pη罵¢pθεdθ（オ70窃dθsσo翅寵sα㎜θ恕，5％p7αnote24，pp，723－724，
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所は次のように述べる。

　「『普遍主義』（urdversahtyprinciple）は、ある犯罪があまりに広く非難される

が故にその行為者は全人類の敵となる、という推論に基づく。それゆえ、その行

為者のいかなる所在国も、そのような犯罪に適用可能な国内法に従ってその者を

処罰することができる。……イスラエル又は他のいかなる国家も、1942年又は

1943年におけるイスラエルの地位に関わらず、そのような犯罪の行為者を処罰し

ようと努めることによって、全ての国民の利益（theinterestsofalnations）を

擁護する義務を負っているといえる。」剛

　こうして、裁判所はDemja煽ukをイスラエルに引渡す判決を下した202〕。

　さらに「Finta事件」においては、カナダ・オンタリオ控訴院（1992年4月29

日判決）及びカナダ最高裁（1994年3月24日判決）は、被告（カナダに移民）が

第二次大戦中にハンガリーで行ったとされた戦争犯罪及び人道に対する罪につい

て、カナダの管轄権を確認した203）。

　これらは、一応脳）、容疑者が自国領域内に所在する場合の「所在」普遍的管轄

権行使の例である2。5〉。他方、前述「Javor事件」仏破殿院は、人道に対する罪に

200）1痂θ㎜‘乞㎝α’ムα～〃Bθpoγお，Vol．36，p．26．イスラエル最高裁も同判決を支持した。

　　1b嘱．，pp．277et　s．なお、安藤『国際刑事裁判所の理念』、前掲書註9、97－100頁

　　も参照。
201）　776F，2d571（6しh　Cir．1985），p，582　；note，ハ％7zoαπJo％㎜呂qプ1η‘θ㎜‘乞o？zαε

　　ムαω，Vo180，1986，pp656－658．
202）　See　BASSIOUNI〔M．Cherif），C短”zθs・4g伽鵬ε∬％卿α窺占Ψz？z1，zεθ”zαε乞o？zαεムαω，s％一

　　p既note178，p．238，安藤『国際刑事裁判所の理念』、前掲註9、100頁参照。
203）1π‘θ㎜ε乞o剛ムαωRθpo冗5，Vol98，P．522㎝dVol，104，P，287，

204）　アイヒマンは、潜伏中のアルゼンチンよりイスラエルに強制的に連行されて裁判

　　を受けた。塚本重頼「アイヒマンの裁判」、『自由と正義』13巻2号（1962年〉、17

　　－21頁。
205）　なお、民事訴訟ではあるが、米国「外国人不法行為請求法」（Ahen　Tort　C1田ms

　　Act）により、人道に対する罪に対する普遍的管轄権を基礎に民事損害賠償を認め
　　た例として、「フィラルティーガ事件」判決（630F，2d876，June30，1980）など
　　がある。なお、ケント・アンダーソン「国際法違反の不法行為に対する米国連邦
　　裁判所の管轄権一『外国人不法行為請求権法jを中心として一j、『国際法外交雑
　　誌』101巻1号（2002年）、39－51頁も参照。
　　　2002年7月23日には、マイアミにおいて、米国「拷問被害者保護法」（Torture
　　VlctlmsProtecもionAct〉に基づき、エルサルバドル元国防大臣に、5460万ドルの
　　賠償金支払いの判決が下されている。〈i㎝γo醜丁冨彫s，24July2002．

1091



（270）　一橋法学　第2巻　第3号　2003年11月

関して、ボスニア人容疑者らがフランス国内に所在しないことを理由に、仏刑事

訴訟法689条の1、689条の2に従い管轄権を否認した控訴院判決を支持し、破殿

申立を否認した猫）。

　さらに進んで、人道に対する罪に対する「不在」普遍的管轄権行使の例もある。

「2000年4月11日の逮捕状」事件におけるベルギーのメモリアルによれば、たと

えばニュージーランドの2000年の「国際犯罪及び国際刑事裁判所法」（lntema－

tionalCrimesandlntemationalCr㎞linalCourtAct）8条1項3号は、「犯罪とな

る行為が行われたとき又はその犯罪で容疑者を起訴する決定がなされたとき、容

疑者がニュージーランドに所在するか否か」に関わらず刑事手続はなされるとす

る。同様に、ボリビア刑法1条7項は、「第1条第7項には、検察官が捜査を始

める前に容疑者がボリビアに所在することは要求されない」とし、ブルンジの

「外国で行われた犯罪に関する1981年4月4日の政令1－6」第4条は、「国外の犯

罪について外国に所在する容疑者を起訴することは可能である。しかし、その容

疑者がブルンジに見つかるまでは、その者を訴追するいかなる手続きも開始され

ない」とする207）。なお、ドイツでも、新たに2002年6月30日に「国際刑事法典の

導入に関する法律」（GesetzzurEinfUhru㎎desV6n⊂erstrafgesetzbuches）が発効

し、その1条1項によれば、「この法律は、国際法上の犯罪全て、さらにその場

合、たとえ外国で行われ且つ国内との関係がなんら示されない場合の犯罪行為に

も適用される」208）とされる。

　国内判例として、2000年3月3日の「Bouterse事件」オランダ控訴院判決は

次のように述べる。

　「控訴院は、慣習国際法の基準に従えば、ブタースのオランダでの起訴はその

者がオランダに所在しない限り可能ではなく容認されないと結論するには不十分

な根拠を専門家の報告書の中に見い出した。」矧

206）　Rθη％θg（初67α置θαθ〔オγo乞‘乞7乙彦θ脱α麗（規α‘p％わ厄o，t．100，1996，pp，1083－1084，

207）　　Clt6parルr卿zγθ〔オθ‘αβθり匂％θ，§3．3．56．

208）　》Dieses　Gesetz　g皿t　fUr　aUe　i皿㎞bezdchneten　Straf惚ten　gegen　das　V6nくeπecht，血

　　dieinihmbezeic㎞etenVerbrechenauchdann，wenndieTatmAus㎞dbega㎎en
　　wurde　un（1ke血en　Bezug　zum　Inlan〔i　au餅eist，（（（http＝〃www，bmj、bund，de／㎞ages／

　　11459．pdf》
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　他に、前述「De面anjuk事件」におけるイスラエルの行為、スペインでの「ピ

ノチェト事件」Garzon予審判事命令などの例がベルギーのメモリアルにおいて

挙げられた210〉。

　以上の国内法や判例は、少なくとも予審管轄における「不在」普遍的管轄権の

行使は許されることを示しているように見える。

　なお、非欧米諸国の国内法の例を見ると、イスラム諸国は自国に直接的な利益

がないような国際犯罪に対する普遍的管轄権の設定には消極的であり、特に、拷

問禁止条約によって課せられた普遍的管轄権は死文のままである。イラン刑法8

条、アルジェリア憲法132条によれば、拷問禁止条約の直接的適用が認められて

いると解されるが、実行例がなく、他国においては条約の直接適用が認められて

いない2m。

　南米諸国でも、チリ（1978年4月19日の第2191法令）などの少数の国を除いて、

明示的に国際犯罪に対する普遍的管轄権を規定している国は少ない。ただ、多く

の国はジュネーブ諸条約や拷問禁止条約など、国際犯罪に関する条約を批准して

おり、国内法秩序における条約の法律に対する優位性から、状況は発展的であ

る212）。

　東アジアについては、たとえば中国は、普遍的管轄権は条約の第三国に関する

ウィーン条約法条約の規定（条約は第三国を益しも害しもしない）に反するとし

て、受け入れられないとの立場をとる2131。

　日本については、1953年にジュネーブ諸条約を批准、その後1999年にようやく

拷問禁止条約を批准したものの、ジェノサイド条約には未加入のままである。こ

れら国際犯罪の処罰に関する国内法の整備も遅れており、そのため国際刑事裁判

所規程の批准も未だなされていない。国外犯については、刑法3条が規定してい

209）Cit6par〃蜘乞γθαθ‘αBθ’9伽θ，§3．3，70

210）　V，zわ乞（オ，，§3．366，3．3，72

211）　LAMBERT－ABDELGAWAD（自hsabeth），（（Les　pays　d’islam》，伽CASSESE（Antonio）

　　et　DELMAS－MARTY（Mhei皿e）（d辻，），」％剛乞cε乞（》郷狐語o？zα‘θ3θεo兜惚5⑳zεθ㎜層

　　εzo照麗，PUF，Pans，2002，pp543－544
212）醐BOS（Kai），（（Lespaysd’㎞6nquelat血e》，翻，，PP．499－504．

213）　YUAN（Liu）et　JLへNPING（Lu），（（Droit　ch血01s》，zわzα．，p，353．
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るが、内乱、外患誘致、通貨偽造、有価証券偽造などが規定されるにとどまり、

同条の適用を定めた特別法においても、航空機の強取等の処罰に関する法律5条、

航空の危険を生じさせる行為等の処罰に関する法律7条、人質による強要等の処

罰に関する法律5条、麻薬及び向精神薬取締法69条の6、国際的な協力の下に規

制薬物に関わる不正行為を助長する行為等の防止をはかるための麻薬及び向精神

薬取締法等の特例等に関する法律10条などに限られており、国際法上の犯罪につ

いての特別な規定はない2141。裁判所の土地管轄も「犯罪地又は被告人の住所、居

住もしくは現在地による」（刑訴2条1項）215）2h61。

　このように、人道に対する罪に対する普遍的管轄権の国家実行は不均一ではあ

るが、それはその管轄権が「任意的」であることに因るといえるであろう・この

犯罪の性質U麗oog㎝s）217）や国連総会決議3074（XXVIII）、ローマ規程前文など

で表明された国際法の一般原則に照らせば、人道に対する罪に対する「所在」普

遍的管轄権は国際法上、「許容される」と考えられる。「不在」普遍的管轄権につ

いては、国家実行に照らせば、少なくとも予審管轄の段階においては「許容され

る」ように思われる。いずれの場合も、「国際協力の原則」、「信義誠実の原則」

により、他国の有効な管轄権との競合性を考慮しつつ、限定的かつ補完的なもの

にとどまる必要があるといえる（さらに、本案における「不在」管轄権の行使に

ついては、公正な裁判という人権上の問題も生じる。）2181。

　　　　　　　　　　　　　　　　　＊

　以上から、1993／1999年法7条について次のように結論されるであろう・

　戦争犯罪やジェノサイドについては、管轄権について規定した関連条約がある。

しかし、それらは締約国に処罰のための一定の措置をとる「義務」を課す一方で、

214）　団藤重光『刑法綱要総論』（第3版〉、創文社、1990年、83－91頁も参照。

215）　田宮裕『刑事訴訟法j（新版）、有斐閣、1996年、19－21頁も参照。

216）　なお、森山真弓法相は2002年12月11日、国外で日本国民に対し殺人などの重大犯

　　罪を犯した外国人に、日本の刑法を適用するための法改正を法制審議会に諮問し
　　た。答申を受けて、次の通常国会に刑法改正案を提出する方針である・『毎日新

　　聞』、2002年12月11日。（http・〃wwwmaimchi．cojp！index　htm1》

217）AbellanHonrubiaは、国際法上の犯罪の免貢を避けるという国際共同体の利益と

　　国内裁判所の管轄権に関する規則が不一致にあると指摘する。AbenanHo㎜bia，

　　3ゆγαnotel49，P，379

1094



村上太郎・国際人道法の重大な違反の処罰に関する1993／1999年ベルギー法（2・完）　（273）

国際法上の「任意的な」管轄権を排除はしていない。国際法上、国際人道法違反

の犯罪に対する一般的な処罰義務（ローマ規程前文）や処罰のための国際協力義

務（国連総会決議3074（X　X皿））が国際法の一般原則として確立していると考

えられる。

　それにより、戦争犯罪、ジェノサイド、人道に対する罪に対する「所在」普遍

的管轄権（各関連条約の締約国以外にも対抗可能な真に「普遍的」なもの）は国

際法上、それら国際法の一般原則の枠内にあり、「許容される」と解される219）。

「不在」普遍的管轄権についても、少なくともその予審管轄については、それら

国際法の一般原則や予審の性質により、「許容される」と解されるだろう拗）221）。

218）　なお・「不在」普遍的管轄権行使の国際法上の根拠として1927年の「ロチュス号

　　　事件」常設国際司法裁判所判決がしばしば援用される。同判決から派生した「ロ

　　　チュス論理」、すなわち国際法が禁止しない限り当該行為は許される、という論理
　　　が今日の国際社会に妥当するかどうかは、極めて大きな問題である。この点、今日
　　　の国際法が、伝統的な「ソヴレン・オリエンティッド」（sovereign－oriented）な主

　　　権国家の意思に由来する国際法と、個人や人類の利益を擁護する「ヒューマン・
　　　オリエンティッド」（human－oriented）な国際法に分けられるとすれば（広瀬善
　　　男「核兵器の違法性に関する考察一国際慣習法の立場から一」、『明治学院論叢・法

　　　学研究』60号（1996年）、1－6頁；v．6galement，DUPUY（Ren6－Jean），Lασo呪一

　　鵬％ηα観σ乞伽θηz伽zo箆α‘θ㎝舵‘θ規〃漉θθε‘’加sの乞7θ，Paris，Economlca，1986）、国

　　　際人道法の領域は後者に属し、主権国家とは別のところ（個人、人類）から国際
　　　法が発生すると考えられる。もしそうであれば、そこでは「ロチュス論理」のよ

　　　うな主権国家の自由意思の論理は妥当せず、諸国家は「国際法の一般原則」の枠
　　　組みの中で行動しなければならないと考えられるであろう。なお、「2000年4月11
　　　日の逮捕状事件」Guillaume裁判長個別意見（σZJRθo祝θ寵2002，3upγα〉も参照。

219）　さらに、強行法規U麗oog鰯）に反する犯罪行為でかつその規模や性質におい

　　　て著しい違反であるもの（ジェノサイドや特定の人道に対する罪など）について
　　　は、各国はその犯罪によって直接被害を被ったか否かに関わらず、それを終止さ

　　せるために、国際法上合法な範囲で犯人の捜査、処罰、犯人引渡し他の「協力す
　　　る義務」があると考えられ、そこから普遍的管轄権行使が許容されうるとも思わ

　　れる。国連国際法委員会・国家責任条約草案（2001年）、40－41条及びコメンタ
　　　リー参照（初CRAWFORD（James），丁舵1就θ”z観㎝α猛αωOo規競ss乞oπ75且臨一

　　〇εθεoπS観θRθspo郷観‘乞吻∫？z甜od％襯㎝，Tθ螂απαCo隅㎜‘α冗θ3，Cambridge

　　Universlty　Press，2002，pp．242et　s．）。Cf　KAWASAKI（Kyoji），“The　Content　and㎞一

　　plementation　of　the　Intematlonal　Responslblhty　Qf　States，Some　Remarks　on　the

　　Draft航iclesonStateResponsibihtyAdoptedbytheILC’sDraft㎎Co㎜ltee血
　　2000”，Hzεoεs％わαs漉Jo％㎜α‘σムαωα？zαPo五伽σ5，VoL29，2001，pp，39－40；MINA－

　　GAWA（Takeshi），“Essentiahty　and　Reahty　of　Intemationa1知s　oog㎝5”，碗ごo醜一
　　わα5ん乞Jo％γ？協ε（～プムα2〃αηα」Po厄君乞os，Vol12，1984，PP　l　l－14，

220）　Cf　DAVID（Eric），《Une　r色gle　a　valeur　de　symbole》，乞γ占Po観zg％θ一γ㎝脱θdθs磁わ砒3，

　　no23，2002，P．15．《http＝〃㎜ulb．ac．be／drdt／cdi／doctr血e．htnU＞
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ただし、「所在」、「不在」に関わらず、管轄権の行使に当たっては、「国際協力の

原則」や「信義誠実の原則」などに従い、有効な他国の管轄権との競合性躍）、法

秩序の安全性や結果の合理性などを考慮して行使されねばならないといえる㎜）

（さらに、有効な国際刑事裁の管轄権も考慮する必要があろう）。ベルギー国内法

秩序においては、「便宜性の原則」鵬によって管轄権行使の濫用が抑制されうる。

2003年4月23日の「改正法」は、他の有効な管轄権との調整を行っている（後

述〉。

　2　免除駒の適用除外

　免除の根拠は、国家主権平等原則に加えて、自国が世界の国々と交流しその関

係を維持するという「共通利益」に見いだされうる盟6）。

　国家元首や国務大臣などそれに類する国家代表は、国際法上、他国で刑事裁判

221〉強行法規O鵬oog鰯）に反する犯罪行為でかつその規模や性質において著しい
　　違反であるもの（ジェノサイドや特定の人道に対する罪など）についての、本案
　　における「不在」普遍的管轄権の行使は、その行為者を処罰することが事実上困
　　難である例外的状況では、処罰の「協力義務」から許容されるかもしれない。た
　　だその場合、判決が出たからといって、容疑者抑留国に引渡しを強要することま

　　ではできないと考えられる。
222）たとえば、Vandemteerschは管轄権競合の解決方法として次のものが理想的であ

　　ると提案する。
　　　1　行為が行われた場所の管轄権

　　　2　国際裁判管轄
　　　3　容疑者の国籍国あるいは容疑者の所在国の管轄権
　　　4　消極的属人主義と組み合わされた普遍的管轄権

　　　　（VANDERMEERSCH（Damien），《La　comp6tence　universelle　en　droit　belge》》，伽

　　P倣臨θsp伽己θsθεθ錺質α占θ翻・剛吻，Lacha沈e，Bmxenes，2002，PP、7餅79・）

223）　山本『国際法』、前掲註2、240－249頁も参照。

224）　V．VERHOEVEN（Joe），《Observatloins．M，P血ochet，1acoutume血temationaleetla
　　comp6tence　universene》，Jo％㎜‘dθ碗短伽πα鰯，1999，p，313．「便宜性」（1’op－

　　portunit6）とは、合法性と対峙する概念で・ある機関が・利益・有益性・正義の
　　考慮に従い、それが達成するように行動しまたは関わった事件にそういう結果を
　　与えるときのそれら考慮の総体をいう（CORNU，レboαわ掘伽昭知四dη昭，2000，p，
　　595〉。ベルギー刑事訴訟法は28条の4で、訴追の便宜性を判断することを国王検
　　察官（leprocureurduRoi）に義務づけている（「起訴便宜主義」）。なお、国際裁判

　　所における「便宜性」については、BEDJAOUI（Mohammed），（くL’opprtunit6dans
　　les　d6cls1㎝s　de　la　Cour　mtemationale　de　JusUce＞＞，Tんθ煽θ㎜む店o㎜猛θ9αl　SΨ3‘θ皿

　　伽Q脱θ55‘（ゾEg麗吻αηαUη勿θγ3α‘％μ　L乞わθγα賜乞ooγu柵GθoγgθAわ乞一Sααわ，2001，

　　PP，563－590参照。
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権免除を享有するが、それには二種類ある。第一に、職務に属するいかなる行為

についても裁判権から免除されるという「機能的免除」あるいは「事項的免除」

（functionalimmunitiesl㎞munities猶臨乞oηθ賜αεθ短αθ）であり、第二に、その者

が現職にある間は、いかなる行為についても裁判権から免除されるという「人的

免除」（personal㎞munities；㎞mmities窺乞oηθpθ750παθ）である。第r・のカ

テゴリーは、実体法に属し（その個人が違法行為を行ったとしても、それはその

者が属する国家の行為となる）、第二のカテゴリーは手続法に属する（その者の

行為が私的であろうと公的であろうと裁判権から免れる）と考えられる227）。

　「機能的免除」の適用除外については、「ピノチェト事件」英貴族院決定が重要

な先例をなす。同事件では、スペインによる元チリ国家元首ピノチェトの引渡し

要請に関して、1998年11月25日の英貴族院（HouseofLords）決定のやり直しを

受けた後、1999年3月24日、英貴族院は再び、ピノチェトが現職中に行った拷問

225）　V，g6n．，COSNARD（Michel），《Les㎜unit6s　du　chef　d’自tat＞＞，蹴Soci6t6frangaise

　　pour　le　droit血temation田，乙θo厨d挽α‘θ‘君θαγo窃zπ孟θ㎜彦乞oηα‘，CoUoque　de

　　Clemont－Fe∬and，Pa血s，Pedone，2002，pp．189－2681zd．，ムαso襯乞3szo掘θ諭αお

　　α麗ε短わ％ηα㎜伽‘θγ鴨θ3，Paris，Pedone，1996，SALMON（Jean），赫α？zz観αθαγo乞む

　　αゆ己o㎜敵μθ，Bruylant，Bruxenes，1994；PINGEL－LENUZZA（Isabele），Lθ3乞ηz一
　　鵬％η放三s（オθs五1‘αεsθπ（かo％zηεθ㎜‘乞o㎜‘，Bmylant，BnD【eUes，1998；BOTHE

　　（Michel），“Die　strafrechthche　I㎜urUtat　fremder　Staatsorgane”駒Z傷εsσん雌J勉γ

　　α麗εα磁富o舵s（～伽記乞oんθ5丑θσん‘㍑πdレbεκθ7アθoん占，Bd．31，1971，ss，246－2701

　　LAUTERPACHT（H、），“TheProblemofJuhsdlctionalI㎜血tiesofFore嬉nStates”，
　　B航乞5ん｝宅αγわooκqプ1窺θ㎜伽η飢Lαω，VoL28，1951，pp220－272；MIZUSHIMA
　　（Tomonon），“The　Individual　as　Beneficiary　of　State　Immunity＝Problems　of　the　At－

　　tnbution　of脳‘εrα”乞γ’θs　Conduct”，1）θηりθγJo％㎜α‘（ゾ加君θ脱α‘乞oπα五ムα”　απ（オ

　　Po伽吻，Vol．29，2001，pp．261－2871太寿堂鼎「国際法における国家の裁判権免除」、

　　『法学論叢』68巻5、6号（1961年〉、106－148頁；広瀬善男「国際法上の国家の
　　裁判権免除に関する研究」、『国際法外交雑誌』63巻3号（1963年）、24－54頁；岩

　　沢雄司「外国国家・国有企業との国際取引上の問題点一国家の裁判権免除一」、総
　　合研究開発機構編『多国籍企業と国際取引』、1987年、三省堂、271－380頁；水島
　　朋則「不法行為訴訟における国際法上の外国国家免除9」、『法学論叢』151巻6号
　　　（2002年）、120－139頁。

226〉　「2000年4月11日の逮捕状事件」国際司法裁判所判決参照、σ1JRθo観’2002，par

　　53；D’ARGENT，sゆγαnote24，p，5521WIRTH，ε脚γαnote98，p．888，VERHO－
　　EVEN（Joe），“Cours　g6n6ral　de　droit血tematlon田pubhc　Consid6rations　sur　ce（lui

　　estco㎜m一．”，ゑrAcad6miede血oitmtematlon副delaHaye，2002（nonpasencore
　　pubh6、筆者ノート）．
227〉　See　CASSESE，s％pγαnote98，pp．862－864．
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行為に対するγα蜘ηθ㎜君θ幅αθの免除の適用を否認した（6対1。1988年9月

29日のイギリスによる「拷問禁止条約」の批准以降の行為についてのみ）捌。

　主要な学説として、「万国国際法学会」（lnstitutdedroitintemational）も、

2001年8月26日の決議（ヴァンクーバー会期）、第2部「元国家元首」（L’ancien

chefd’軌at）において、次の第13条を採択している。

　第1項「もはや在職にない国家元首は、他国の領域において、いかなる不可侵

も享有しない。」

　第2項「もはや在職にない国家元首は、刑事においても民事、行政においても、

そこにおいていかなる裁判権免除も享有しない。但し、職務中に果たされ且つそ

の職務の性質を帯びていた行為により召喚され又は起訴された場合はこの限りで

はない。しかし、その者に対して個人的に非難された行為が国際法上の犯罪とな

る場合、その行為が主として私利を満たすために果たされた場合、又はその行為

が国家の財産と資源の不正な取得となる場合には、その者はそこにおいて訴追さ

れ且つ裁かれうる。」229）

　すなわち、同決議によれば、元国家元首は、国際法上の犯罪について、それが

たとえ職務中に行われた行為であっても、他国において刑事裁判権免除を享有し

ないとされた。また、以上のことは、国家を代表する他の公的地位にある個人に

228）Judgment，Re帥av．BartneandtheCo㎜isslonerofPohcefortheMetropohs㎝d
　　Others　E∬PαπθP乞？zooんθε，House　of　Lords，24March1999置加彦θ㎜舵oπα己んθgα呂

　　ハ4α古θ短α‘s，Vol．38，1991，pp．581－663．多数を構成した貴族院裁判官（Lord）のそれ

　　ぞれの理由付けは、多様である。SeeALEBEEK（Rosalmevan），“ThePinochet
　　Case　・Internat【onal　Human　R唱hts　Law　on　Tnal”，B剛乞3んZθαγわooκqブ1窺θ規α一

　　孟zo㎜砧αω，2000，pp29－70i　CHINKIN（Christine　M），貌“lntemational　Declslons”，

　　、4盟θ短oαπJou㎜εQプ1窺θ㎜ε乞oηα’ムαω，Vol93，1999，pp．703－711，DOMINICB

　　（Chhstlan），《Que隻（lues　obsen／ations　sur　r㎜unit6de　juridiction　p6nale　de　rancien

　　chef　d’画tat》，ノ～θu％θ9伽σrαεθαθα70z彦zπ君θ罵αε20冗αεP％配乞o，tユ03，1999，PP　297－

　　3081COSNARD（Michel），＜《Quelques　observations　sur　les　d6cisions　de　la　Chambre

　　des　Lords　du25novembre　l998et　du24mars　l999dans　raff謎re　Pinochet》，め乞α，，t．

　　103，1999，pp．309－328；藤田久一「国家元首と犯罪一ピノチェト事件をめぐって
　　一」、『関西大学法学会誌』45号（2000年）、1－9頁；島田征夫「ピノチェトー元

　　首の犯罪は裁けるか一」、『法学教室』221号（1999年〉、2－3頁。
229）Rθu％θg翻かα‘θdθαγo乞島窺θηzα‘巳oη飢p⑳伽，t　lO5，2001，pp、1086－1090，（特別

　　報告者Joe　VERHOEVEN　l　V．Aη％賜α乞γθαθ〃πs観脇dθdγo乞‘乞窺θ㎜舵㎝α‘，VoL

　　69，2000－2001，PP441－709．〉
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も適用されると考えられる・

　以上、国家実行や学説に従えば、1993／1999年ベルギー法5条3項が国際法上

の犯罪について免除を適用除外している点につき、「機能的免除」の不適用性に

ついては国際法に合致しているといえる。

　次に、国際法上の犯罪行為を行った個人に対して、「人的免除」が適用される

か、すなわちその個人が「現職中」はいかなる国際法上の犯罪行為についても裁

判権免除を享有するのか、の問題がある。外交官及び領事館については、外交関

係に関するウィーン条約（31条2301）及び領事関係に関するウィーン条約（43

条231｝）が、（刑事）裁判権免除を定める。国家元首や他の国家を代表する個人に

ついては、特別な一般条約はなく勘、反対の条約がない限り（例えばジェノサイ

ド条約4条鵬1）、慣習国際法によって判断されるといえる御。

　外交官について、外交関係に関するウィーン条約39条1、2項は次のように定

める。

　39条1項「特権及び免除を受ける権利を有する者は、赴任のため接受国の領域

に入ったとき又は、すでに接受国の領域にある場合には、自己の任命が外務省に

通告されたときから、特権及び免除を享有する。」

　2項「特権及び免除を享有する者の任務が終了した場合には、その者の特権及

び免除は、通常その者が接受国を去るときに、又は、接受国を去るために要する

相当な期間が経過したときは、そのときに消滅する。……」（強調は筆者）

　すなわち、外交官は、職から離れた瞬間その免除が消滅するが、在職中は原則

230）　「外交官は、接受国の刑事裁判権からの免除を享有する。外交官は、また、次の訴

　　訟の場合を除くほか、民事裁判権及び行政裁判権からの免除を享有する。」
231）　「領事館及び事務技術職員は、領事任務の遂行に当たって行った行為に関し、接受

　　国の司法当局又は行政当局の裁判権に服さない。」
232）　1969年の特別使節団に関するニューヨーク条約（Convention　on　Special　Missions）

　　は、国家元首やその他高い地位にある個人が、国際法に従って、公式訪問の際に
　　特権免除を享有することを規定するが、その特権免除の具体的内容は同条約では
　　定められていない。
233）　「集団殺害又は第3条に掲げる他のいずれかの行為を犯す者は、憲法上の責任ある

　　統治者であるか、公務員であるか、または私人であるかを問わず、処罰される。」
234）　V．POIRAT（Florence），《Jurisprudence　frξmgaise　en　mati色re　de　droit　mtemational

　　public〉〉〔Note　sur　raffaire　Kadhafi），Rθり％θg6πσγ、αεθαθαπ）乞島？zεθ”乞α島o？zα’p％わ髭o，

　　t105，2001，p，477．
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としていかなる行為についても刑事裁判権から免除されると解される翻。ただし、

戦争犯罪や人道に対する罪について例外を認められるかどうかは、同条約は沈黙

している獅〕。

　なお、領事官については、「領事任務の遂行に当たって行った行為」（領事関係

に関するウィーン条約43条）に限り免除（γ傭oπθ㎜むθ幅αθ）が認められる認％

　現職の国家元首については、1989年9月19日にニジェール上空で仏UTA機が

爆破された事件窪3耐に関与したとして、リビアの現職の国家元首であるカダ

フィー大佐がフランスで訴えられた、いわゆる「カダフィー事件」の例がある。

同事件において、2000年10月20日、パリ公訴院弾劾部は、「ピノチェト事件j英

貴族院決定を援用しながら、国際犯罪に関しては国家元首は免除を享有しないと

し、管轄権を承認した閾〉。この判決に対して、2001年3月13日、仏破殿院は次の

ように判示し、同判決を破殿した。

　「慣習国際法は、現職の国家元首が、関係国を義務づけている反対の国際条項

が欠如する場合に、外国の刑事裁判において訴追の対象になりうることに反対し

ている。……

　　・国際法の状態によれば、告発を受けた犯罪は、その重大性がどうであれ、

現職の外国の国家元首の裁判権免除の原則に対する例外には属さない。……」珊

235）　V．SALMON，Mα冊麗己磁dγo乞‘α勿♂o瓢師σ％θ，s％p7αnote227，p303，

236）V．SALMON，乞わzα．，pp．304－306，しかし、外交関係の国際法規が「自己完結的」

　　（self」containd　r6gime）であるとすれば（「在テヘラン米国外交・領事職員事件」国

　　際司法裁判所判決、∫OJ1～θpo鵬1980，p，40，para86）、例外は認められないとい

　　えるかもしれない。Cf山本『国際法』、前掲註2、577頁。
237）　山本『国際法』、前掲註2、582頁。

237bis）2003年9月1日、仏政府がリピア政府による補償で合意したことが確認された
　　（『毎日新聞』2003年9月2日付朝刊）。1988年12月21日に英ロッカービー上空で米

　　パンナム機が爆破された事件も同様にリビアによる補償で結着。これにより国際
　　司法裁判所における「1971年モントリオール条約の解釈適用事件」は訴訟リスト
　　から外された（2003年9月10日国際司法裁判所命令・httpl〃www，lcjtij．org・）。

238）同判決では、特に現職であるか否かの区別が行われていない。Courd’appelde
　　Pans，Chambred’accusation，2esection．Aπetdu200ctobre2000，noA．1999．0591，
　　Rθり惚9飢6γ’α‘θ吻dγoπ乞πεθ㎜飽o瓢占p撹尻¢（ン，t・105，2001，pp　475－476・

239）CourdeCassatlon，arretno1414du13mars2001，伽d．，p．474，ただし、この判決

　　が免除の適用を認めたのは「告発を受けた犯罪」（テロ行為）に限っているとする

　　見方もできなくはない。V．DAVID，s％p質αnote24，p834
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　すなわち、破殿院は、国際犯罪についてその重大性に関わらず、現職の国家元

首は刑事裁判権免除を享有すると述べた。

　スペインの「フィデル・カストロ事件」においても、1999年3月4日、国民裁

判所（AudenciaNacional）は、国際法上の犯罪を列挙した司法権基本法23条は、

同21条2項が言及する国際法規が認める免除により、現職の国家元首、大使など

には適用されないとした24D）2411。前述「2000年4月11日の逮捕状事件」国際司法裁

判所判決も、たとえ戦争犯罪や人道に対する罪という職務行為に該当しない行為

についても、外務大臣は、現職にある間は、刑事裁判権免除を享有するとする3皇2）。

　さらに、主な学説2431に加えて、「万国国際法学会」（lnstitut　de　droit　intema－

tlonal）も、2001年8月26日の決議・第1部「現職の国家元首」（《Lechefd’Etat

enexercice》）において、次にある第2条を採択した。

　「刑事において、国家元首は、その者が行い得たであろういかなる犯罪につい

てその重大性に関わらず、他国の裁判所で裁判権免除を享有する。」襯

　このように、国家実行や主な学説は、少なくとも国家元首やそれに類する高い

地位にある個人に関して、「人的免除」の例外を認めていない。

　なお、国家を代表するに至らないような低い地位にある公務員は、「機能的免

除」のみを享有し「人的免除」を有さないといえ襯、その者が戦争犯罪、ジェノ

サイド、または人道に対する罪を犯した場合、刑事裁判権免除を享有しないと解

される。

　ここで、国際犯罪という伽500g鰹違反に対して知500gθπ5より下位にある

240）　01）Ro㎎五氾d短γθoんo，20001cited血CASSESE，s％pγαnote98，pp．860－861，note21．

241）　さらに、1984年12月14日の「Honecker事件」ドイツ連邦共和国・連邦最高裁判所
　　判決の例もある。配θ”乙αε乞oπα猛αωRθpoπ5，Vol，80，pp．365－366．

242）　01JRθσ％zi2002，par．58．

243）　WATTS（S江Aurthur），“Heads　of　States，Heads　of　Goverments，Foreign　Mmisters”，

　　丑θσ腐θπ（オθ3（70％γsdθε牲c（捌〔勉乞θdθαγo麗乞π孟θ㎜αε乞o？zαε，1994－III，t247，p541

　　FOX（Hazel），TんθムαωQブS雄君θ1罵ηz％？z乞⑳，Oxford　Umversity　Press，2002，p，441；

　　SALMON，ハ4α？zz右θ五αθdγo麗伽μo㎜εη％θ，ε％p脇note227，pp．596－597；GOS－

　　NARD，s％p箔αnote225，pp．259－2601ALLAND（Denls）（dk．），∠）質o乞島？zεθ”zα麗oπα占

　　p％わ屍c，PUF，Pa血s，2000，pp．124－12500？z顔α．DAVID，P短πoゆθ5dθα勿o％dθs　oo？z一

　　ノ㌃‘sαγ㎜！θs，s％pγαnote24，pp．832－839．

244）V，Rθ”％θ9伽6剛θαθ伽乞麓πむθ隅伽o㎜ゆ財厩o，t，105，2001，PP．1086－1090．’

245）　C£WIRTH，s％μαnote98，p892．
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免除の規則は法的効果を有しない、という議論もあり得る（「Al－Adsani事件」

欧州人権裁判所判決、Rozakis判事，Caflish判事他反対意見2461）。しかし、国際

司法裁判所が「逮捕状事件」で述べたように、「人的免除」は手続的規則であり

実体規則とは区別されると考えれば、そのような抵触は生じないといえる。

　　　　　　　　　　　　　　　　＊

　以上により、1993／1999年ベルギー法第5条3項が、戦争犯罪、ジェノサイド、

人道に対する罪について「機能的免除」はよいにしても、「人的免除」をも「完

全に」排除するものと解するならば、これは実定国際法と合致しないといえるで

あろう。そこで、たとえば、同5条3項が「機能的免除」のみを適用除外したも

のと解釈したり鈎71するなど、ベルギー国内における国際法の優位性の原則（「Le

Ski事件」破殿院判決248））から導き出される、国内法の国際法規範との「適合解

釈」劉により解決することが望ましいといえる。この点、2003年4月23日の「改

正法」は実定国際法との調整を行った（後述）。

V　結び一「改正法」の成立一

　前述「2000年4月11日の逮捕状事件」国際司法裁判所判決を考慮し、2002年7

月18日、ベルギー上院（leS6nat）は1993／1999年法に関連する新たな二つの法

案を提案した。「国際人道法の重大な違反の処罰に関する1993年6月16日の法律

第7条第1段の解釈法案」（Propositiondeloiinterpr6tativederarticle7，a㎞6a

le「，de　la　loi〔1u16ju血1993relative　a　la　r6pression　des　violations　graves　du　droit血一

temational　h㎜ardta虻e）捌と「国際人道法の重大な違反の処罰に関する1993年6

月16日の法律を改正する法案」（Propositiondeloimod面antlaloidu16j血1993

246）　AffaLre∠4』4αsαπ乞o．丑oすα％惚一U？z乞，21nQvembre2001，（http：〃www，echr　coe．mt》l

　　v，WECK肌（Phihppe）（dir），“Chromque　de　jurisprudence　intematlonale”，Rθ槻θ
　　9函影γ、α‘θαθ（オγo乞ε乞η彦θ肌α‘zo㎜五p％わ厄o，t　106，2002，p，182，

247）　Cour　mtemaUonale　de　Justlce，Affaぼe　relative　au　mandat　d’a皿et　du　ll　avrH2000，

　　〃伽っ乞γθdθ己αR正）C，pars，36－38

248）　Pα5乞o廊乞θわθ‘gθ，1971，1，pp．88〔y920．

249）　EC法における指令（ladkectlve）との国内法の適合解釈については、中西優美子
　　「欧州司法裁判所による適合解釈の義務づけの発展」、『専修法学論集』85号（2002

　　年）、1－42頁参照。
250）　1）oo　pαγε，S6nat，2－1255／1，Sess2001－2002．
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relativealar6pressiondesviolationsgravesdudroitintemationalhumanitaire）2511

である。

　「改正法」は、途中、修正が加えられたが、2003年4月5日、最終的に次のよ

うな形でベルギー両院で可決し、2003年4月23日、公布された。同時に、民事訴

訟法144条の3も改正された251囲。なお、「不在」普遍的管轄権を確認した「解釈

法案」は審理停止）。

　（第1条～第3条略。犯罪の定義に修正を加えた。）

　第4条　「1999年2月10日の法律で改正された同法律第5条第3項は次の規定

と代わる。

　『第3項　個人の公的資格に伴う国際的免除は、国際法で定められた限界内で

のみこの法律の適用を妨げる。』」（脚注に仏語原文252））

　第5条「同法の第7条は次の規定と代わる。

　『第7条第1項　以下の項で規定された場合の一において事件管轄から解放さ

れた場合を除いて、ベルギー裁判所は、この法律に定められた犯罪について、そ

れが行われた場所に関わらずに且つたとえ容疑者がベルギーに所在しなくとも、

審理するための管轄権を有する。

　しかし公訴は、次の場合には連邦検察官（leprocureurf6d6ral）の請求に基づ

いてのみ開始される。

　1）犯罪がベルギー領域内で行われず、

　2）　容疑者がベルギー人ではなく、

　3）　容疑者がベルギー領域に所在せず、

　4）且つ、被害者がベルギー人ではないか又は少なくとも3年前から居住

　　（r6sider）していない場合

251〉Doσ．P副，，S6nat，2－1256／1，Sess。2001－2002．

251b良s）　この法律の正式名称は、「国際人道法の重大な違反の処罰に関する1993年6月

　　16日の法律と民事訴訟法144条の3を改正する2003年4月23日の法律」（Loidu23
　　avm2003mod笛ant　la　loi　du16Ju皿1993relative巨la　r6presslon　des　violations
　　graves　du　drolt　mtemational　humamtaire　et　rartlcle144ter　du　Codejudiciaire）とな

　　る。
252）　《L’1mmu皿t6intemationale　attach6eきla　qualit60fficie皿e　d’une　personne　n’empeche

　　rapplication　de　lapr6sente　loi　que　dans　les　hmites6tabhes　par　le　drolt　intemational，》
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　第2段の適用において事件関与した連邦裁判官は、予審判事にこの告訴の予審

を開始することを求める。ただし以下の場合を除く。

　1）告訴が明らかに根拠がない（non　fond6e）場合、又は

　2）告訴において示された犯罪行為がこの法律の犯罪の法性決定（une　quah且一

　　cation）に一致しない場合、又は

　3）受理可能な公訴がこの告訴からは生じえない場合、又は

　4）事件の具体的状況の結果、司法の適正管理の利益により且つベルギーの国

　　際義務の尊重により、この事件が、国際裁判所において、或いは犯罪行為が

　　行われた場所の裁判所において、或いは犯罪行為者の国籍国の裁判所におい

　　て、或いは犯罪行為者が所在しうる場所の裁判所において、その裁判所が管

　　轄権、独立性、公平性（impartiale）、公正性（6quitable）を有する限りにお

　　いて、審理されねばならないことになる場合。…・

　第2項　1998年6月17日のローマ規程14条に基づき、法務大臣は、大臣会議

（1e　Conse且des　ministres）で議決された決定により、司法機関が関与している事

件を国際刑事裁判所（laCourp6naleintemationale）に知らせることができる。

この情報は、ベルギー領域内で行われた犯罪行為、ベルギー人によって行われた

犯罪行為、又はベルギー人に対して行われた犯罪行為に関係してはならない。但

し、その犯罪行為が、国際刑事裁判所がすでに事件関与している犯罪行為と関連

しているか同一である場合で且つそれに対する受理可能性について肯定的な決定

が裁判所規程第18条に基づいてすでになされている場合はこの限りではない。

　法務大臣によって知らされた犯罪行為に関して、一度国際刑事裁判所の検察官

が裁判所規程第18条第1項に定められている通知（lanotmcation）を行えば、破

殿院は検事長の請求に基づいて同事件に関与しているベルギー裁判所の事件関与

からの解放を申渡す。

　ベルギー裁判所の事件関与からの解放の後、国際刑事裁判所の検察官が起訴状

を作成しないと決定したか、国際刑事裁判所が起訴状を追認しなかったか、又は

国際刑事裁判所が管轄権がないか若しくは事件の不受理を宣言したことを国際刑

事裁判所が法務大臣の求めに応じて知らせたとき、ベルギー裁判所は新たに管轄

権を有する。この場合、公訴は、検察官の請求、私訴の申立若しくは告発以前の
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私訴申立の追認、又は第1項第2段の場合における連邦検察官の請求に基づく限

り開始されうる。

　第3項第2項の適用の場合を除いて、法務大臣は、大臣会議において議決さ

れた決定により、犯罪が行われた領域国及び犯罪行為がベルギー領域内で行われ

た場合を除いて容疑者の国籍国又は容疑者の所在する領域国に対して、当該犯罪

行為を知らせることができる。

　これらの国の一つの裁判所が管轄権の行使を決めた場合、破殿院は、検事長の

請求に基づき、その者に問違いがないか確認した後、同事件に関与しているベル

ギー裁判所の事件関与からの解放を申し渡す。但し、その国の裁判所における訴

訟手続が、当事者の公正な裁判の権利を尊重していないことが明らかな場合はこ

の限りではない。

　第4項　第2項の適用の場合を除いて且つ被害者がベルギー人でないか又は犯

罪行為がベルギー領域内で行われなかった限りにおいて、そして容疑者の国籍国

がその立法によって第1条、第　1条の2、第1条の3で列挙されているような

人道法の重大な違反の罪刑を法定しており且つ当事者に公平な裁判の権利を保障

している場合、法務大臣は、大臣会議において議決された決定により、その国に

対して、当該犯罪行為を知らせることができる。

　一度犯罪行為が第三国に知らされたら、破殿院は、検事長の請求に基づき、そ

の者に間違いがないか確認した後、同事件に関与しているベルギー裁判所の事件

関与からの解放を申渡す。

　もし、前段で規定される犯罪行為が、この法律の公布以前から予審判事のもと

で係属中である場合、一五日の間に下された弾劾部の意見（avis）に基づき、第

一段で規定される決定が採られる。連邦検察官は、第一項、第三段、第一号から

第四号に列挙されている基準に基づき、報告を行うこととする。もし、弾劾部が

当事者の一の請求に応じてそのように決定する場合には、弾劾部は公判において

連邦検査官と訴訟の当事者の見解を審問する。』

（第6、7条、略）」捌

253）　Z）oαpαγ‘，，Chambre，502265／010，Sess，2002－2003くhttp：〃www．lacahmbre．be＞

1105



（284）　一橋法学　第2巻　第3号　2003年11月

　この「改正法」の特徴は、大きく言えば、第一に5条3項の免除の適用除外に

ついて実定国際法との調整をなした点励、第二に7条の「不在」普遍的管轄権に

ついて、国際裁判所や、犯罪行為地国、容疑者国籍国、容疑者所在国における裁

判所が公正な裁判をしうる場合には、それを優先させ、そのような「民主制」が

達成できていない国が専任関与する場合にはベルギー裁判所が介入するとした点

である。

254）　仮に、「現職の」国家元首や他の国家代表者に対する「人的免除」を適用除外して

　　の管轄権の行使を考えることができるとすれば、そのような措置は、実定国際法
　　規を逸脱する「一方的措置」（lescomportementsun皿at6raux）の国際法上の対抗
　　力として分析可能であろう　（山本草二「一方的国内措置の国際法形成機能」、『上

　　智法学論集』32巻2、3合併号（1991年）、47－86頁；村瀬信也『国際立法』、東

　　信堂、2002年、469－489頁；MURASE（Shjnya），“UnUateralMeasuresandtheCon－
　　cept　of　Opposabih取in　Intemation趾Law”，〃乞g痂。4綴R乞g撹伽1痂θmα⑳ηα峨θ」α一

　　む乞o麗，丁舵sα％㎜ハcmαs搬％，Vol．28，1999，pp．397－454等参照）。

　　　もし、この種の行為が国際法上、許容されるとすれば、それは「人類の死活的
　　利益」（les　int6retsv1taux　pourrhumamt6）の保護が「緊急に必要な場合」（le

　　prlncipe　d’urgence，le　prmcipe　de　n6cesslt6；v，OTAM（Yoshio），《Un　essal　sur　le

　　caract色rejuridique　des　normes　intematlonales，notamment　dans　le　domame　du　droit

　　humani面re　et　du　droit　de　l’environnement　terrestre＞〉，Lθs飯》γ泥7ηθsθ‘♂’θπり乞質07z昭一

　　㎜εEπんo規㎜gθa。4‘θ劣α嘱γθκ忽ss，1992，p．53，）のみ、「暫定的に」（仮保全措

　　置のような性質；c£岩月直樹「紛争の『平和的解決』の意義一復仇と対抗措置の
　　非連続性一」、『本郷法政紀要』7条（1998年）、412－413頁）認められると思われ

　　　る。

　　　その基礎には、「人類の死活的利益」が回復不能の損害を被る重大かつ差し迫っ

　　た危機にある場合、「事情変更の原則」あるいは「緊急避難」の法理によって、現
　　存の関連条約が適用不能になったり、あるいはその措置の違法性が阻却される、
　　　という理論がある（ILCの「国家責任条約草案」の「緊急避難」（Necessity〉の条

　　文において、1996年の草案（33条）の時点では、違法性阻却事由に該当する行為

　　　について、「重大且つ差し迫った危機に対して一益を保護するた
　　めの唯一の手段」（an　essent面interest　ofthe　State）であることが規定されたが、

　　2001年の最終草案（25条）においては、“oftheState”の文言が省かれ、単に「本

　　質的利益」（anessentialinterest）とのみ規定された。コメンタリーによれば、そ

　　　れは行為国の本質的利益および国際共同体の本質的利益の双方を含むとされる。
　　See“Co㎜enta㎎of顛icle25”，伽C貼冊ORD，即γαnoしe219，p，178）。

　　　ただ今のところ、この理論は鷹ノ加掘αにとどまっているといわざるをえな
　　　いだろう　（拙稿『一方的行為の国際法上の拘束力』、法学博士学位論文（2000年度、

　　一橋大学）参照）。
　　　なお、「カラジッチ事件」で米国第二巡回控訴裁判所は、ボスニア・ヘルツェゴ
　　　ビナ内のセルビア人共和国を国家とは見なさず、カラジッチが行ったとされる拷

　　　問行為などについて（民事）裁判権免除を否認している。Kα伽cuκαγα2乞o，

　　United　States　Cou蔦of　Appeals，Second　C江cuit，130ctober1995，70F，3d2321note
　　by　POSNER，、4撒grzoα％Jou”⑦αεσ乃z孟θγ鴨α孟zo％αεLαω，Vol．90，1996，pp，659－663
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　「改正法」は、2003年5月7日、跡oπ乞蜘功θ置gθ（ベルギーの官報に当たる）

への掲載により、施行された。「改正法」は、現在係争中の訴訟にも適用される

ことが予定されており（5条4項3段）、これらの事件がどうなっていくか、大

変注目される。

＊本稿の執筆に当たって、PierreD7ARGENTルーヴァン・カトリック大講師

（国際法〉より入手困難な資料の提供を受け、貴重なコメントも頂いた。また、

ゼミや草稿の段階でも様々な方より大変有益なコメントを頂いた。ここに心より

御礼申し上げます。

＊＊本稿脱稿後、さらなる新しい法律である「国際人道法の重大な違反に関する

法」（Loi　relative　aux　violations　graves　du　droit　in　temational　humanitaire）が、ベ

ルギー国会を通過し、2003年8月5日に公布され、同8月7日に施行された。同

法は、1993／1999／2003年法という独立した法を廃止する形で、刑法および刑事

訴訟法に直接組み込まれる。これにより、国際人道法の重大な違反について、そ

の犯罪がベルギー国内で行われた場合、その犯罪がベルギー人によってあるいは

ベルギー人または三年以上ベルギーに居住する者に対して行われた場合、加えて

その犯罪の容疑者が外国人であればその者がベルギーに「所在」する場合のみに、

ベルギー裁判所が管轄権を有することとなった。また、国際法に基づき現職の国

家元首等に対する免除が改めて認められ、その他ベルギーを公式訪問中の国家代

表者等もこれに類することとなった（Mo磁㎝7わθ‘g¢7aoOt2003）。また、同法

29条3項に従って、ベルギー破殿院は、「シャロン・ヤロン事件」、「ブッシュ事

件」（他「フランク事件」）のベルギー裁判所の事件関与からの解放を決定した

（2003年9月24日判決、〈http：〃www．cass．be＞）。
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